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賃貸マンション市場レポート 

新規成約賃料は堅調も、テナントの転居率低下に要注意 

2024年 12月 

 

投資調査部 副主任研究員 前田聡紀 
 

アットホーム株式会社と当社で共同開発・提供している「マンション賃料インデックス」（2009Q1＝100）によれ

ば、2024Q3の賃料指数（連鎖型・総合）は、東京 23区で前年同期比＋4.7pt、大阪市で同＋7.1pt となり、足元

で＋2%台半ばとなる物価や賃金の上昇率を上回る伸びとなった。ところで同インデックスは、各時点の新規入居

者との契約における成約賃料の変化を示すものである。実際の賃貸マンションの多くでは、こうした新規入居者

は全体の一部に限られる。この結果、例えば新規成約賃料の伸びが年率＋5.0％で、新規入居者比率（転居率）

が 25％の場合、建物全体の賃料収入の伸びは、＋5％×0.25＝＋1.25％に留まり、賃料収入全体では物価等

の伸びを下回ることになる。賃貸マンション収益が物価上昇を上回るためには、既存居住者ができるだけ早く退

去（転居）し、かつ新規入居者が高い賃料で入居（転居）する必要がある。 

しかしながら、こうした新規成約賃料の上昇は、居住者にとっては転居のたびに住居費負担が増えることにな

り、家賃上昇よりも所得の伸びが相対的に低い時期では、できる限り転居を避けるのが合理的な判断と言えよう。 

 

本稿ではこうした状況を鑑み、賃貸マンションの市場規模が大きい国内の７大都市を対象に、５年毎に実施さ

れる住宅・土地統計調査の結果を用いて、近年における賃貸マンション居住者の転居の実態を確認した（図表

参照）。東京 23区や大阪市では、30代や 40代の単身世帯比率が高く賃貸マンションでの居住期間が長いこと

から、2018年 10月時点における過去３年間の転居率（＝過去３年間に転入してきた賃貸マンション居住世帯数

÷賃貸マンション居住世帯数合計）は、20％前後と低かった。逆に、初婚年齢が低く持ち家志向が強いその他

の地方大都市では、賃貸マンションの居住者は学生や 20 代の若年層が多く、卒業・就職・異動などライフステ

ージの変化によって、転居率は 25％前後と高く、特に札幌市では 28.1％と突出していた。 

ところが同じく 2023 年 10月時点の同転居率は、2018 年 10 月時点に比べ各都市とも 1.0％pt 超の低下とな

り、特に札幌市および福岡市では 5.0％超と大幅に低下した。2023 年の過去 3 年間にはコロナ禍が含まれるた

め、これの影響を考慮する必要はあるものの、近年の資材価格高騰、円安、人件費上昇等を背景とした建築費

の高騰により、賃料負担力の低い若年層が多い地方都市を中心に、居住者の一部が住居費負担の増加を回

避するために転居を思いとどまった姿が想像される。 

 

足元では、資材価格の高騰は落ち着きつつあるが、人件費上昇により建築費は今後も引き続き上昇し、新規

成約賃料も同じく上昇基調での推移が見込まれる。ただし、所得以上に賃料が上昇すれば、転居率には低下

圧力が強まり、賃貸マンションの賃料収入（および NOI）の伸びは、緩やかになる可能性がある。今後の賃貸マ

ンション事業・投資等の判断においては、こうした居住者の転居動向にも注目する必要があろう。  
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図表．賃貸マンション居住世帯のうち過去３年に転居した世帯数及び同比率（転居率） 

 
出所）総務省「住宅・土地統計調査（2018年および 2023年）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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